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エンタープライズ領域における

オープンソース・ソフトゥエア導入の課題と可能性

Problem and possibiliw of open source sofNare

Introduction in Enterprises hea

はじめに

2007年末、トヨタ自動車グループは同年の生産実績は951万台の見通しである

ことを発表、世界首位の米ゼネラル・モーターズ(GM)に肉迫した。199吽代、

日本の「トヨタ型生産方式」をITによって強化したのがGMに代表されるアメ

り力の製造業であったが、部品調達の完全な市場化は製造業の品質を維持する

ことができずに「自働化」(「にんべん」のついた自動化)による「かんばん方

式」を掲げたトヨタ自動車の復活によって世界市場においてドソプの座を脅か

されることになったのである。これをITの側面から支えたのが「ユビキタスネッ

トワーク」と組込みシステムに特徴づけられる「電子かんばん」であり、これ

は製造業の労働者と下請け企業に対する不断の「カイゼン」の要求が組込みソ

フトゥエア労働者や下請け情報サービス企業へ強められていく過程でもあった1。

一方、アメリカの「ニュー・エコノミー」は2000年のITバブルの崩壊を経た

後に、 web2.0に代表される新しい技術、新しいサービスをその成長の士台とし

ようとしている。 GoogleやWikipediaに代表される膨大な個の情報を集積した
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「参加型」のビジネスやサービスは、同様のスタイルを持っオープンソース'ソ

フトゥエア(OSS)の開発スタイルを中心に支えられており、情報サービス産業

における高い生産性と収益を生み出している2。オープンソース・ソフトゥエア

に代表されるソフトゥエアの開発方式は、インターネットを中心としたオープ

ン.ネットワーク上で、多数の企業、開発者の参加によってオープンな形態で

進められ、また開発されたプログラムはソース・コードも含めて公開され、修

正.改良が加えられ再配布される。これは即時的にソフトゥエア開発の自由な

管理、非市場化を進めるものではないが、情報サービス産業にとって市場や利

益創造のもたらし方を変えるものである。そしてその組織形態の変化やさらに

労働のあり方、コミュニケーションとコラボレーションを含めた労働管理のあ

り方をオープン化させ、また地域の情報サービス産業にとっても市場創造を拡

大させる可能性を持つ3。

しかしながら、現状でのオープンソース・ソフトゥエア導入に関しては、導

入する企業にとってサポートも含めれば必ずしもコストの低下につながらない

との認識や、これと関連して従来の大手ITべンダーや新たなオープンソース

ベンダー企業の「介入」によって必ずしも市場のオープン化にっながっていな

い状況がある。また、後述するディストリビューション・ビジネスに関しても

RedHatを除いて成功事例が見られないと言われている。一方、この流れと裏腹

に、オープンソースの開発コミュニティにとってはエンタープライズ=企業領

域への「市場」拡大がソフトの品質保持やプロジェクトの管理などの新たな負

荷を生じさせ、これが開発のモチベーションを低下させる危険性もある。

そこで、本稿では日本のエンタープライズ(企業)領域を中心としたオープ

ンソース.ソフトゥエア導入の状況の把握と課題の抽出を、実態面と理論面か

らまとめ、2007年度電気通信普及財団の研究助成事業(「オープンソースソフト

ウェア(OSS)の開発方式ど情報サービス産業のモジュール化の国際比較調査研

究D を活用した国際的なオープンソース・ソフトゥエアの導入の現状との比較

を通して、オープンソース・ソフトゥエアを中心とした情報サービス産業の今

後の可能性を展望する。

野田哲夫



エンタープライズ領域におけるオープンソース・ソフトゥエア導人の課題と可能性

第1節オープンソース・ソフトゥエア導入と情報サービス市場の現状

1.日本のエンタープライズ領域におけるオープンソース.ソフトゥエア導入

の状況

日本のエンタープライズ(企業)領域におけるオープンソース.ソフトゥエ

ア導入の動向について各種実態調査をもとに探ってみる。

まず、日本における Lin岻とオープンソース・ソフトゥエアの利用実見凱こっい

ての初めての本格的な調査(2005年度に実施)を元にした『unuXオープンソー

ス白書2006』'によれぱ、 LinuXサーバの導入状況は2005年度時点で38%であっ

た。このうち公共部門での導入割合が83.8%で、これを除いた民問部門の導入

割合は35%となる(図・1参照).。
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出所 ThinklT [2005]
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そして導入していない機関における今後の導入予定に関しては、「3年以内に

ⅡnuXサーバの導入を予定している」が全体の13.4%、「具体的な予定はないが

導入意向がある」が25.3%となり、全体で約4割の導入意向があることが見ら

れる。実際にもその後LinuXサーバの出荷台数は順調に伸び続け、2006年の時点
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でサーバの出荷台数シェアは15%に逹している(図一2参照)。
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図一2 国内サーバ市場規模とLinuXサーバのシエア

2000年

この市場規模の拡大を中で、 2007年5月には米オラクル、1BM、 NEC、日立

製作所、 HP、デルなどの大手ITべンダーがLinuXを国内で本格販売するための

企業連合を発足させている6。

また LinuXのような OS だけでなく、 web サーバ(Apache)、データベースの

ミドルウェア(MysQLやPostgresQL)まで含めたオープンソースの採用に関

しては、 2006年度にΦG ジャパンによって行われたアンケート調査7によると、

75%の企業ですでに何らかのオープンソース・ソフトゥエアを導入しており、

50%の企業では今後も引き続いてその導入範囲を拡大することを考えていると

いう結果が得られた。中国地方では広島修道大学の脇谷氏による「中国地域に

おける地方公共団体/企業におけるOSSの活用状況調査報告」'(2007年9月)に

よると、民間企業の53%がオープンソース・ソフトゥエアを現在利用したこと

があると回答している。

拙稿「ソフトゥエア生産のオープン化と地域の情報サービス産業」9でも紹介し

たように、オープンソース・ソフトゥエアの導入は、導入する機関にとってコ
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ストダウンのメリットがあり、また開発においても中小企業であってもオープ

ンソースに機能を付加したり、システムを構築するなどのビジネス機会を広げ

ることになるなどの理由によって、日本でも政府や地方自治体によって支援が

進められてきだ゜。前述の国内でのLinuX販売連合の形成も政府調達でUnux

の採用を促す方針が打ち出されていることに対応したものである。この過程で

公共団体でのオープンソースの導入が進むのと併行して、民問企業分野でもオー

プンソースの導入や採用の検討が進んでぃることが伺える。

2.オープンソース・ソフトゥエアの導入とサービスビジネス

民間企業がオープンソース・ソフトゥエアを導入する最大の理由はコスト削

減である。これは前述の各種アンケート調査においてもはっきりと表れており、

Li加Xサーバを導入する場合も初期コストを考慮する割合が最も多く(図、3参

照)オープンソース・ソフトゥエア全体で見ても商用ソフトとのコスト差であ

る(図・ 4 )。
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商用ソフトウェアとのコスト差

オープンソース・ソフトウェアの市場
でのシェア、普及動向

商用ソフトウェアに匹敵する
性能・信頼性

自社内の人材の関連スキルの
向上

サポートサービスを提供する
ペンダーの増加

取り引きのあるべンダーからの
提案

競合他社の動向や繋がりのある
他社の状況

野田哲夫

出所ΦGEXP0りサーチ[2006](複数回答 N=614)

図一4 オープンソース・ソフトウェアの導入理由

導入企業にとってのコスト削減は直接的には供給側の情報サービス産業にとっ

ての市場の縮小にっながるが、オープンソース・ソフトゥエアを供給する企業

(ⅡnuXサーバを供給するITべンダー)は、サーバマシンそれ自体の提供や導入

に伴うサーバの構築サービスを中心としたシステムインテグレーション、そし

てサービス(展示・説明、受発注処理、決済、配送・伝送、品質保証、メンテ

ナンス、サポート、インテグレーション、コンサルティング、教育、講演、お

よびそれらにより確立するブランドの活用など)Ⅱの提供をビジネスの中心に据

えることになる。

特にオープンソースによるサービスビジネス(広義のディストリビューシヨ

ン)の発生にっいて、理論的には末松氏によるトランザクションコストの概念

(末松[2005])によって根拠が与えられるであろう。末松氏は従来から議舳さ

れてぃる市場における取引費用の発生、いわゆる Coase問題(coase n988])

の議論の延長線上で、モジュールとインターフェースが次々と付加されていく

中でトランザクションコストはインターフェースの各エレメントで発生するも

のとして捉えられ、トランザクションコストと発生とその効率化を解いている。

そしてインターフェースを「新しい取引関係の開発」「新しい取引の開発」「継
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続的取引」の三層に大別した上で、メタ・レベルから基本レベルの取引関係と

規定し、メタ'レベルの開発を避けることは短期的にコスト削減にっながるが、

将来的なコスト要因を残すことになるとしている,2。そこで、導入側の企業にと

ては全コストは生産コストかトランザクションコストに区別され、長期的なコ

スト削減のためにはメタ・レベルでのトランザクションコストの開発が全コス

トの削減にっながることになり、供給側の企業にとってもこのトランザクショ

ンコストが新たな市場創造要因となるのである(図一5)。

生産コスト トランザクションコスト

末松[2005]などより作成。

図一5 トランザクションコストの概念

すなわちここではLmuXサーバの導入とこれに伴うサービスビジネスがメタ

レベルの開発であり、導入企業は短期的にコスト削減をしてぃるのではなく 、

将来的なコスト要因を除去していることになる。例えぱ行政分野ではあるが、

野田[2005]でも紹介した長崎県における「電子県庁システム」の構築(長崎

県は2001年に民間からCI0 を招聰し、電子県庁システムの基盤技術にオープン

システムを採用し、システムの詳細な仕様書を県の職員が中心となって作成、

プログラム開発を外部委託する際は分割発注することによって従来の大手IT

ベンダーによる不透明な提案と見積もりを排除し、現場に必要なシステムを

安いコストで導入することを可能にした13)もその典型的な事例であろう。

民間企業において導入側の動機が必ずしもそのような要因に基づくとは考え

られず、むしろ導入コスト=短期的コストの削減を意図してぃるとしか想定さ

れないのであるが、供給側にとってはサービスビジネスが「新しい取引関係の

開発」であり、新たな市場を創造することになる。
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3.オープンソース・サービスビジネスの現状

それではオープンソース・ソフトゥエアのサポートを供給する側のビジネス

の状況はどぅなってぃるのであろうか。ここではUnuXサーバ市場を中心に考察

する。まずΦGEXP0りサーチ[2006]の調査結果からサーバにオープンソース

ソフトゥエアを導入した企業(N=614)のうち OSにおける各製品の利用状

況を調べた結果、 Red Hat Enterprise Lin醐(h廿P://WWW.jp.redhat.com/)が

67.1%で圧倒的な割合を占めた(図・6)。

80.0%

野田哲夫
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図一6 導入済みオープンソース・ソフトゥエアのOS

LinuXの創始者、 LinusBenedidTowaldSが開発したのはOSの力ーネル(ker、

nel:中核部分)だけであったので、ユーザが利用するためにはAPI(アプリケー

ションインターフェース)やユーザインターフェース、ツールや必要なアプリ

ケーションを組み合わせてOS全体を構築する必要がある。そのため様々なUnux

ディストリビューションが生まれたのであるが、マニュアルやサポート、商用

ソフトゥエアなども付属してセットにして販売されている商用ディストリビュー

ションも存在し、 Red Hat Enterprise LinuX の他に Turbo Linux、 SUSE 上inux、

MIRACLEun醐などがあげられ、上記の利用状況調査結果でも上位を占めてい
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る0 一方、この調査結果においてRedHat社から提供されてぃる無償ディスト

リビューションのFedoracoreが上位にあげられていることは,雫味深い。また、

Sun MicrosystemS が2006年にオープンソース化した Sunのサーバ用 OSである

Solarisl0も上位にあげられているが、これはもともと Sunのサーバを導入して

いた企業のOSの非オープンソース化と考えられるので、 soladSのオープンソー

スとしての評価に関しては今後の動向を見守る必要があるだろう。

次に、商用、非商用ディストリビューションを問わずサーバの導入に関して

は情報サービス企業=1Tべンダーを通じて行うことになり、これこそがオープ

ンソース'ソフトゥエアによるサポートなどのサービスビジネスの中心となる。

Un岻サーバのサポートベンダーの実績状況に関してはサーバマシンそれ自体の

提供も行っている大手ハードゥエアベンダーやサーバ導入に伴う構築サービス

を中心としたシステムインテグレーションを行ういわゆる Slerがずらりと並ぶ

とともに、 Red HatLinuX などの商用ディストリビューションを導入サポートす

るディストリビューションベンダーも見られる(図一フ)。

エンタープライズ領域におけるオープンソース
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図一7 UnuXサボートベンダー実績状況
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(13.1%)、 DELL (12.0%)などの大手べンダーが続いている。また、テンア

トニ(2006年11月にサイオステクノロジー社 h如://W四.sios.com/に社名変

更) al.9%)があがってぃる。同社はハードゥエア自体の捌共は行っておらず、

LinuXを用いたビジネスではサーバの構築サービスを中心としたシステムインテ

グレーションを主な事業としている。

一方、ディストリビューションベンダーの多くはRedHatLinuXなどの商用ディ

ストリビューシ,ンを「購入」してサポートなどのサービスビジネスを行って

いる、多くは中小の情報サービス企業である。そして「その他」の項目も己め

て、 Lin岻サーバ市場とオープンソース・ソフトゥエアのサービスビジネスにお

けるべンダーの多様化も示している。野田[2006]で指摘したように、 Linux

に代表されるオープンソース・ソフトゥエア、これによる新たなソフトゥエア

やシステムの開発はインターネットも利用して自主的に参加する人材が集まり、

自由に利用できるソース・コードと、迅速な対応が可能となる。また統一した

規格や標準化もオープンな場で議論し、決めることが可能であり、開発におい

ても中小企業であってもソフトゥエアに機能を付加したり、システムを構築す

るなどのビジネス機会を広げる可能性があるH。調査結果から、 LinuXを中心と

したオープンソース.ソフトゥエアのビジネスにおいても依然として大手IT

ベンダーの市場占有率は強いが、ここではLinuXディストリビューションを通じ

た中小の情報サービス企業の市場拡大の可能性も同時に示していると言えよう0

第2節エンタープライズ領域におけるオープンソース.ソフトゥエ
ア導入の課題

野田哲夫

1.オープンソース・ソフトウェア市場の成長鈍化

エンタープライズ(企業)領域におけるオープンソース・ソフトゥエアの導

入は情報サービス産業にとってトランザクションコスト=新たな市場を創旭す

ると同時に、従来の大手ITべンダーやSlerだけでなく、中小の情報サービス止

業の市場拡大の可能性をもたらすものである。第1節で紹介した日本国内にお

けるオープンソース.ソフトゥエアの導入状況を見る限り、このエンタープラ



イズ(企業)領域におけるオープンソース・ソフトゥエア導入は確実に進んで

いるように思われるが、世界的なオープンソース・ソフトゥエア市場に関して

はUnuXサーバ市場を中心に成長の鈍化が表れ始めている。1DCが2007年10月に

発表した Worldwide QuarterlyseNerTracker15によると、アメリカのサーバ市場

における linuXの年間成長率は、 2003年の約53%から2006年にはマイナス 4 %に

ダウンしている。一方、 windowsseNerはプラス成長を続け、 2006年はサーバ

市場全体の成長率を4ポイント以上上回った。これは、同年に上inuXがWindows

SeNerに市場シェアを奪われたことを意味している。全世界でのLinuXサーバ

の出荷数でも同じ傾向となっており、ΦCのりポートによると2003年には約45%

という高い年間成長率だったが、200笄には10%以下の成長にダウンしてぃる。

この兆候は既に日本市場においても表れており、日経コンピュータ[2006]に

よると、日本におけるLinuXのサーノ咋場での200笄のシェアは市場全体の約20%

になりそうだが、 08年に25%程度に達するとその後は横ぱいになる見込である

としている。

オープンソース・ソフトゥエア市場の成長鈍化の最大の理由は、その成長の

理由と同様にコストの問題にある。 LmuXサーバの導入はオープンソース.ソフ

トゥエアの活用によってサーバ導入に伴う構築サービスを中心としたシステム

インテグレーションのコストを含めても初期の導入費用コストは低下させるこ

とができるが、導入後のサポート費用がユーザにとって大きな負担になる。例

えぱ2005年度から「履修科目申請システム」の運用を開始した早稲田大学では

初期導入コストを抑えるためにオープンソース・ソフトゥエア(OSにMIRACLE

LIN畷、 web サーバにApache、データベースソフトに PostgressQL 開発環境

にPHP)を採用した。その結果初期導入費用関しては商用ソフトを採用した場

合の試算(958万8000円)に比べて低く抑えることができた。しかしながら、サ

ポート費用に関しては年間10釘万円となり、これに比べて商用ソフトによる試

算が年間197万7880円であり、このため既に2年目以降から初期費用とサポート

費用の合計で商用ソフトによるコストを上回ることになってしまう(図一8)玲。

エンタープライズ領域におけるオープンソース・ソフトゥエア導入の課題と可能性 Ⅱ
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オープンソース・ソフトウェア

サポートサービス費用

PostgesQL

PHP

Apache

MIRACLE LINUX

サポート費用合計/年

野田哲夫

初期費用

3,000,000

3,360,000

図一8

3,360,000

もちろんこの背景には商用ソフト価格体系の変化(当然オープンソース'ソ

フトゥエアの普及に影響されたものであるが)や、 Google や Salesforce.com

に代表されるような Saas (sofNareasaser"ice)の流れも見逃せないり。

第1節で見たように、オープンソース・ソフトゥエアのサポート費用こそが

「トランザクションコスト」の開発だったのであるが、むしろ意図したところと

は逆の「将来のコスト要因」となってしまっているのである。まさにオープン

ソース.ソフトゥエアが短期的にコスト削減にっながるが、将来的なコスト要

因を残してしまったのである。またこれはサポートサービスを供給する情報サー

ビス企業にとっても将来的な市場の縮小を意眛することになり、実際にも前記

のようにオープンソース・ソフトゥエア市場の成長鈍化の兆候が表れ始めている。

また、エンタープライズ(企業)領域におけるオープンソース・ソフトゥエ

アの導入の問題点に価格と関連して、オープンソース・ソフトゥエアのサポー

ト期間の問題がある。

図一 9 は商用 LinuXディストリビューションとして代表的な Red Hat Linux

と、データベースのソフトゥエである MysQLのサポート期限状況である。

もちろん商用ソフトゥエアにおいてもサポート期問の限定は存在するが、オー

プンソース.ソフトゥエアの開発スタイルは特定の企業ではなく、コミュニティ

を中心に進むために開発者の関心が新機能の開発により傾きがちである。その

一方で旧バージョンのメンテナンスやサポートなどに関心が向いにくい側面が

9,588,000

950,000

トウェアと商用ソフトウェアのコスト比較オープンソース ・ソフ

10,670,000

商用製品べンダーによる

サポートサービス費用

Oracle Database

1,140,000

NEr Framework

ⅡS

IvmdowsseNer 2003

サポート費用合計/年

初期費用

1,373,680

1,97フ,880

01



エンタープライズ領域におけるオープンソース・ソフトゥエア導入の課題と可能性
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図一9 オープンソース・ソフトウェアのサポート期間

ある。旧バージョンでのメンテナンス期限が過ぎた場合、導入企業はサポート

コストやバージョンアップのコストをサポートベンダーに対して支払うことに

なり、将来的なコスト要因を追加させることになる。

末松氏によるトランザクションコストをこの流れに適用し、商用ソフトゥエ

アの価格体系の変化やSaaSによるソフトゥエアのビジネスモデルを同様に「新

しい取引関係の開発」とすることもできるが、そもそも Caose問題による取引

費用の発生とそれを消失させるための組織の形成は、組織生成の一般理論では

なく、市場か組織かの選択理論である。その議論の延長線上にあるオープンソー

ス'ソフトゥエアによるサポートサービス費用が「取引費用」としてコスト増

大につながるのであれば企業はオープンソース・ソフトゥエアを選択しなくな

るのは当然の帰結である。

未定:

2005年 2006年

MySρL 4.1

2007年

ト卿SQL 5.0

2008年
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2009年

2.オープンソース・ソフトゥエアと大手ITべンダーの関与

このようなオープンソース・ソフトゥエアの抱える問題点(サポートコスト

の問題とメンテナンスの問題)が生じる要因は、まさにオープンソース.ソフ

トゥエア開発方式にある。オープンソース・ソフトゥエアは特定の企業ではな

く、多数の企業、開発者の参加によってオープンな形態で進められる。また、

オープンソース・ソフトゥエアを導入・構築・サポートサービスを行う供給企

業も、このような開発方式によって常に開発途上であるオープンソース.ソフ

トゥエアを組み合わせながらシステムの構築・メンテナンスを行うことになる。



H

特定のソフトゥエア製品(パッケージソフトゥエア)をカスタマイズして導入

するのではなく、多くのオープンソース・ソフトゥエアの作動、それらを組み

合わせた場合の作動(まさに付加され続けるモジュールとインターフェースに

よるトランザクションコストの発生)、開発コミュニティに任されるバージ,ン

アップに対応したサポート体制、等に関する専門的知識が必要となり、これら

が後年のサポート費用に積み上げられる。これらのコストが「メタ・レベル」

のトランザクションコストとして「開発」されるのであればソフトゥエア生産

コストに代替するものになるが、現状はそうはなっていない。

もちろん「メタ・レベル」のトランザクションコストに関してはオープンソー

ス・ソフトゥエアの開発側も「開発」をし続けてきている。 LinuX自体に関して

はLinuXのビジネス分野での普及をサポートする NP0組織Opensource Devel・

Opment LabS が NEC、 1BM、ヒューレット・パッカード、 1ntel、コンヒュータ

.アソシェイッの出資によって200吽に設立され、 200笄からはLinuXの創々台者、

LinusBenedictTowaldS が在籍して LinuX 力ーネルの開発を続けている。現在は

大手 ITべンダーを中心に75社が参加し、 opensource DevelopmentLabS におい

てⅡNXに対する要求仕様をまとめ、それぞれの企業の開発者が参加して仕様に

基づき開発とバージョンアップを行っている。開発に参加する企業はまたLin嘘

などのオープンソース・ソフトゥエアを利用してサポートサービスを提供'供

給するので、ここでの開発がサポート費用の削減=トランザクションコストの

「開発」につながるわけである。

一方、商用UnuXディストリビューションにおいて最大の市場を獲得している

Red Hat社も、もともと無償のディストリビューションであった Red HatLinux

から企業向けの有償サポートのRedHatEnterpdseLinuX と、コミュニティによっ

て開発されている Fedoraprojed を分離させて、 Fedoraprojectにはスポンサー

として参加する一方、自社はRedHatEnterpriseLinuXの開発とサポートに専念

してぃる。また、同様に、ドイッに本部がおかれ欧州でのユーザが多かった商

用 LinuXディストリビューションの SUSE LinuX は2004年に米NoveⅡ社に買収

されて同社の一部門となり、 SUSEUNUXEnterpriseseNer として販売されて

野田哲夫



いる。

また、サポートを行う大手べンダー自身の「介入」も進んでいる。代表的な

のが前述のオラクル社でIBM、 NEC、日立製作所、 HP、デルなどの他大手IT

ベンダーとの企業連合の意図は、これらべンダーが販売したLin岻サーバの保守

をオラクル社が一括契約し、オラクル社の6000人の技術者が24時間体制で保守

にあたることにある。

このようにLinuX を中心としたオープンソース・ソフトゥエアのサポートサー

ビスの制度化=トランザクションコストの「開発」は大手ITべンダーの支援=

「介入」によって進み、エンタープライズ(企業)領域におけるオープンソース

'ソフトゥエアの導入へ対応されようとしている。 LinuXディストリビューショ

ンを通じた中小の情報サービス企業の市場拡大の可能性とは逆の方向に進んで

いるのである。

もちろん技術力の高いnべンチャー企業によるオープンソース・ソフトゥエ

アの開発やサポートを中心としたビジネスも同時に進んでいるが18、オープンソー

ス・ソフトゥエア市場における大手ITべンダーの介入の下で情報サービス産業

に特徴的な産業内・業界内での連関の多重性、同業者間での委託・受託の中で、

オープンソース・ソフトゥエアを通じた新たな下請け構造を作り出す可能性も

同時に存在する。オープンソースのグループウェアを中心に2000年に創業され

ビジネス分野で市場を拡大した株式会社ワイズノット19がオープンソース.ソフ

トゥエアでの市場の激化に対応しきれずに2007年末に民事再生手続開始の申立

てを行ったことはこれらの流れと無縁ではない。

さらに、オープンソース・ソフトゥエアの開発方式に特徴的な企業や組織の

枠を超えて多くの研究者、開発者、ベンチャー企業などが自発的に開発に参加

する「バザール型」の開発方式が(それ故にサポートコスト問題も生じてくるわ

けであるが)、大手べンダー主導の下で機能する可能性については疑問が生じる。

エンタープライズ領域におけるオープンソース・ソフトゥエア導入の課題と可能性 15

3.オープンソース・ソフトウェアとコミュニティの経済学

オープンソース・ソフトゥエアの開発方式は従来のソフトゥエア開発のトッ
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プダウンの開発方式=「伽藍(大聖堂)型」の開発方式(スケジュールと役割

分担を明確し、高層ビルを建設するように開発が進む=ウォーター・フォール

の開発モデル)に対して、企業や組織の枠を超えて多くの研究者、開発者、ベ

ンチャー企業などが自発的に開発に参加する「バザール型」の開発方式によっ

て進められてきた。この企業や組織の枠を超えたオープンソース・ソフトゥエ

アのエンジニアによる「組織」は「コミュニティ」と呼ばれ、このきわめて協

働的なコミュニティに参加するエンジニアの動機はオープンソースに対する信

念や知的刺激、技術力の向上であると言われている。

オープンソース・ソフトウェアに参加する開発者の動機に関しては、 TheBOS・

ton consU1Ⅱng GrouP が SourceForge というオープンソース'ソフトゥエアの開

発者に対して2001年に行った調査20(回答者526名、複数回答)によると、「ソー

スはオープンソースであるべきだという信念」が34.2%、「知的刺激や楽しみの

ため」が25%、「技能向上のため」と「オープンソースが仕事の役に立つので貢

献してぃる」がそれぞれ20%の結果となっている。また日本でも2003年に行わ

れた「オープンソースソフトゥエア技術者の人材開発に関する調査」21(対象者

はコミュニティを通じて募集したオープンソースあるいはフリーソフトウェア

開発者であると自認する人々、回答者547名、複数回答)によると開発に参加す

る動機として「新たなスキルを学びたいため」(64.9%)、「知識とスキルを共有

したいため」(48.9%)、「プロプラエタリソフトゥエアでは解決できない問題を

解決するため」(29.2%)と知的向上心が上位にランクされ、「収入を得るため」

は9.6%に止まってぃる。またコミュニティに対する期待も「知識とスキルを共

有すること」(58.5%)、「プロプラエタリソフトゥエアでは解決できない問題を

解決すること」(36.8%)、「ソフトゥエア商品の新しいアイデアを実現すること」

(33.3%)などが上位にランクされている。

オープンソース・ソフトゥエア開発におけるコミュニティの可能性を分析し

てぃる W'eber,S.[2004]訟は、これらのプログラミング問題を解決する楽しみ、

喜びに加えてさらに「芸術性」を追加している。f開発者たちはコード書きを単

なるエンジニアリング問題としてのみならず、審美的な探求、コーディングを

野田哲夫
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自己表現にするスタイルやエレガンスの問題として語る。・(中略).

機能するソリューション(「動くコード」)の範囲は、下位のくずのコードから、

利口なコードを経て、上位のエレガントなコードとなる。多くのプログラマー

にとって、コードは中心的な表現手段であり、世界とやりとりを行う本質的な

手段だ。」としている。ここには開発者の芸術性と同時に、芸術性に優れた開発

者間同士でしか共有できない芸術性とその中での自己顕示欲とエゴイズムも見

て取れる。

一方、 Lemer,J.,Tirole,J.[2000] 23では既にこの問題をより単純に解決し

「エゴの満足が重要なのは、それが同業者の認知から来るからだ。同業者の認知

が重要なのは、それが評判を創り出すからだ。偉大なプログラマーという評判

に価値があるのは、それが商業的な環境でお金になるからだ。」と開発者のイン

センティブを費用便益分析的に描き出している。逆に Yonseiuniversiwscho01

OfBusinesS の Shin, Dongyoub と Yi, sangmook はオープンソースの知名度とプ

ロジェクトに参加する開発者の動機付けとの相関を調査し、オープンソースの

知名度が上がるに連れて参加者の動機付けとの関連での屈折点(逆U型力ーブ)

が存在することを導き出している24。

いずれにしてもコミュニティの開発者の開発の一時的動機が知的刺激や技術

カ、芸術性であるのは確かであり、そこに大手ITべンダーを中心としたサポー

トコスト問題が介入してきた場合、また開発コミュニティを「組織化」するこ

とによるトランザクションコストの「開発」動機が介入してきた場合、 コミユ

ニティ自体が正常に機能するかどぅかは理論的、実践的な検証を要する。「オー

プンソース・ソフトゥエアとコミュニティの経済学」に関しては別稿でまとめ

る予定であるが、本稿では2007年度電気通信普及財団の研究助成事業(「オープ

ンソースソフトゥエア(OSS)の開発方式と情報サービス産業のモジュール化の

国際比較調査研究D を活用した国際的なのオープンソース・ソフトゥエアの導

入の現状との比較を通して、オープンソース・ソフトゥエアの開発を通じた大

手ITべンダーとコミュニティの関係の実践的な動向を探ることにする。
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第3節 オープンソース・ソフトウェアと開発コミュニティの関連の

国際比較

1.アメリカでのオープンソース・ソフトウェアのエンタープライズ化とコミュ

ニテイ

1990年代の「1T革命」を原動力にしたとアメリカ経済の成長を支えたシリコ

ンバレーは、 2000年に入って過剰な通信インフラ投資によるITバブルの崩壊と

軌をーつにして「凋落」していったが、2002年以降はIT市場における在庫のー

巡もあって回復傾向に向い、そして Google、 Amazonに代表される所謂Web

2.0を中心としたニュービジネスの展開によって「復活」を遂げつつぁる。その

シリコンバレーはWeb2.0を支える技術としてのオープンソース・ソフトウェア

の開発が最も進み、またITビジネスも最も進んでいる地域である。それ故に、

オープンソース・ソフトゥエアのコミュニティ活動も最も盛んであると同時に、

オープンソース・ソフトゥエアに関するサービスビジネスも最も進んでいる。

Web2.0の流れを代表する企業Googleは自らのシステムの大部分を自前で、

オープンソース・ソフトゥエアを組み合わせることで構築している。それ故、

オープンソースのコミュニティも積極的に支援25し、また毎夏には学生を対象に

したプロジェクト Summerofcode26に約200万ドルの助成金を捌共し、この中で

オープンソース・ソフトゥエアに関する開発者の育成と成果の獲得を効果的に

行ってぃる。 summerofcode には2005年に400人、 2006年に600人、 2007年には

1000人が参加し、オープンソース・ソフトゥエアの開発に参加しており、実質

的にオープンソース・ソフトゥエア開発コミュニティとして機能しているので

ある27。

また、オープンソース・ソフトゥエアの呼び名が登場する以前よりオープン

スタンダードを掲げ、1990年代後半までUNⅨべンダーとして成長を続けていた

Sun MicrosystemS は、 1nte1製チップを内蔵したパーソナル'コンピュータの高

性能化とLinuXの登場によって90年代末より業績を悪化させていた。そこで、 sun

はこの分野での激しい技術競争に対応するため、 2006年にはOSのSolariS28と開
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発言語のJavaをオープンソース化するなど、オープンソース.ソフトゥエアの

開発コミュニティを活用した戦略を進めている。 sun MicrosystemS の Market_

ingManagerの David Bryantの報告"S0丘Warestrate部"によると全てのプラッ

トフォームはオープンソース・ソフトゥエア化の流れに乗っており、プラッ

トフォームは参加するためのもので、 sunはマーケットからのフィードバ、クを

得ることが強調されている即。そのオープンソース・ソフトゥエア化の象徴がJava

で実装したRubyの処理系であるJRubyの開発であり、オープンソース.プロジェ

クトとして開発が進んでいる30。このように開発企業側では完全にオープンソー

ス'ソフトゥエアのコミュニティを取り込んだ形で開発が行われ、また実際に

オープンソース'ソフトゥエア開発を行うコミュニティの側でもキャリアアッ

プの場として位置づけられており、第2節で紹介した Lemer,J.,Tirole,J.[2000]

による費用便益分析的を実践しているわけである。

一方、オープンソース・ソフトゥエア導入に伴うサービスビジネスに関して

は、前節でも詳しく見たように、早くから UnuXを搭載したサーバを市場に投入

した IBMやHewle廿Packard などのハードゥエアベンダーそして前'ボのオラク

ルやRed Hatなどによるオープンソース・ソフトゥエアのサービスビジネスの

「開発」と供給による介入が進んでいるが、オープンソースによるトータルソ

リューションを掲げるべンチャー企業も現れてきている。代表的な企業が2003

年に設立された Spikesource31で、 LinuX を含めたオープンソース.ソフトゥエア

を組み合わせたサービスを提供し、コンポーネント間の依存関係の解決や血富

なテストパターンによる信頼性の向上による付加価値によるソリューション=

サービスビジネスを提供している。これらのサービスビジネスを支えてぃるの

が中国'インド系を中心としたシリコンバレーのエンジニア群であり、企業内

とコミュニティを流動的に行き来する中で自らのキャリアをアップさせてぃる32。

このようにアメリカでは開発系の企業から大手ITべンダー、そして中小のべ

ンチャー企業に至るまで各段階においてオープンソース・ソフトゥエアの技術

的開発やサービスビジネスの「開発」が進んでおり、そして重要な点はオープ

ンソース'ソフトゥエアの普及とともにこれらの企業のビジネスが世界的に拡

エンタープライズ領域におけるオープンソース・ソフトゥエア導入の課題と可能性 19
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張し、また第2節でオープンソース・ソフトゥエアが抱える問題点とともに成

立したオープンソース.ソフトゥエアのサービスビジネスもその「普及」とと

もに世界的にも市場を拡大する可能性があるということである。

2.中国の国家的コミュニティ創出政策

インターネットユーザが1億人を超し(2006年6月末現在で1億2300万人、年

平均で1600-2300万人程度の増加)、インターネット接続PC数も5000万口を越し

てぃる(2006年6月末現在で5490万台)の中国において、 LinuXサーバの導入割

合は2006年度時点で全体の13.3%(企業・商業分野で13%)とまだ比較的少ない33。

中国は中国科学院ソフトゥエア研究所が1999年に中国版LinuXディストリビュー

ションの Redaag Linux seNer を「開発」し、 2000年に設立された中国Red Flag

S。ftware qヒ京中科紅旗軟件技術有限公司)によって国家の全面的なバツクァツ

プの下、供給がされてぃる。また同社を中心に韓国の Haans0丘、日本のミラク

ル.りナックス社と共同でアジア市場においてLinuXの標準化を図る LinuXディ

ストリビューションAsianuXの開発・製品化も進めている。一方、上海市にも国

策的LinuXディストリビューション中祢LinuXを開発し、官庁や企業向けにサー

バ構築からデスクトップまでのトータルソリューションを提供する上海中キ示軟

件公司も存在する。

これらのLinuXディスドjビューションは中国の国家的な支援の下、官公庁や

自治体、教育研究機関での導入が進められているが、民問部門では思うように

需要が伸びず、またLinuX市場全体も他ディストリビューション(TurboLinux、

N。veⅡの SUSE、そして Red Hat)による「脅威」にさらされている。中国にお

ける各ディストリビューションのシェアの正確な統計データは存在しないが、

N。veⅡは2005年度上半期、中国の LinuX 市場において売上で32.9%、出荷

数で30%、 Red丑agLinuxserverの2倍以上のシェアを占めて首位だったと発表

している34。

中国が国策としてLinuXでディストリビューションの開発を進めながら市場で

は伸び悩んでぃる要因としては、 LinuXサーバの市場がオープンソース'ソフト
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ウエアの「バザール型」の開発スタイルとは無縁の、それぞれのLinuX企業との

中国政府とのっながりに基づく「市場分割U 35が考えられるが、それ以上に見逃

せない点は中国国内における Un嘘=オープンソース・ソフトゥエアのエンジニ

アの不足である。前節まで詳しく見てきたように、 LinuXサーバを含めたオープ

ンソース'ソフトゥエアの導入はサポートを中心としたサービスビジネスが不

可欠である。これがトランザクションコストの「開発」であり、オープンソー

ス市場の創造にっながるのであるが、この分野でのエンジニアの不足はサービ

スビジネスそのものの立ち上げを不可能にし、導入する企業側にとってサポー

トとメンテナンスの面での不安を免れない。

オープンソース・ソフトゥエアの開発方式は、企業や組織の枠を超えて多く

の研究者、開発者、ベンチャー企業などが自発的に開発に参加する「バザール

型」の開発方式によって進められてきたのであるが、中国ではこれを「国家的

プロジェクト」として進めてきた。もちろん国家がオープンソース.ソフトゥエ

アの開発を進めることによって特定の企業に依存することなくソフトゥエアの

開発を行える利点はあるが、これも「バザール」を通じたエンジニアの育成と

集積、コミュニティの形成を基盤とした上である。一方、中国で最大のLinux

開発者を要する RedFlags0丘Wareでさえも、その開発者の数は僅か70名あまり

であり、また中国全士でも200人に満たず、米RedHatの社員数とほぽ同数であ

る36。さらに問題なのは中国においてオープンソース・ソフトゥエアの開発コミュ

ニティが存在しないことである。このような状況に対して中国政府もオープン

ソース'コミュニティをソフトゥエア産業振興の鍵であると位置づけ、 2006年

から始まった「第11次五力年計画(2006年~2010年)」の中でオープンソース

コミュニティの育成が位置づけられている37。この中国のオープンソース.ソフ

トゥエアの国家的開発方式とオープンソース・コミュニティの国家的育成政策

は、は前節で見た大手ITべンダーによる開発とサービスビジネスへの介入と表

面的には似通っているが、「バザール型」のコミュニティの形成を前提としない

点で様相を異にしており、サービスビジネスの育成、トランザクションコスト

の開発には結びつかないであろう開。
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3.韓国の国家的ディストリビューシヨン開発と民間コミユニティ

韓国の2005年時点でのLinuXサーバの市場占有率は7%(韓国電子通信研究翫

調査報告より)であり、日本や中国よりも低い。韓国ではもともと1990年代よ

り駐DP (LinuXディストリビューションの Debian に韓国語サポートを追加す

るためのプロジェクト)39に代表されるようにLinuXコミュニティの活動は継続

して存在してぃるが、と2004年に中国や日本と連携して「北東アジア0SS推進

フォーラム」如に参加し始めたごろから国家的なオープンソース推進政策が強化

され、2005年には「OSS技術支援センター」が設立され、公共機関モデル事業

(韓国教育放送公社、大田広域支庁、空軍本部)の推進や電子政府OSS導入勧告

案提示(2005年1月)など政府省庁への導入勧告と地方自治体支援を行ってい

る。そして韓国の国家的オープンソース・ソフトゥエア推進政策で象徴的なの

が、政府系研究機関である電子通信研究院と民間企業のHaans0丘をはじめとす

る韓国のソフトゥエア企業7社の共同による韓国版LinuXデスクトップのブヨ

(Booyo)の開発である。

韓国政府(電子通信研究院)によるLi即Xディストリビューション開発の目的

は民間企業の技術力支援をオープンソース人材育成(「OSS高級開発人材育成」)

にあるが、民問IT企業や開発コミュニティでの受け止め方は総じて冷ややかで

あるU。

一方、民間企業側では、国内のSlerとして有名な PⅣOTEC社のResearch

&Developmentcente-2が社内でのオープンソースに関するりソースがほとんど

ない中、オープンソース・コミュニティの開発者と企業が交流できる場として

OpenY。urS を開設し、オープンソース・コミュニティに対する支援を行うと同

時に、社会のオープンソースに対する認識の転換や顧客に必要なソリューシヨ

ンの開発、人材の発掘などを行っている。さらにオンラインゲームソフトのり

ネージュの開発で有名なNCS0丑社はインターネット関連のサービスを中心にオー

プンソース.ソフトゥエアを活用してサービスを行うオープンマルスタジオ

(openmaN studio)心を開設し、開発コミュニティの形成と支援を図っている0

既にオープンマルスタジオからはマイアイディネット(mylD.net)、スプリング
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ノート(spdngnote.com)、ライフポッド(W四.1迂epod.CO.h)というオープンソー

ス'ソフトゥエアが開発されており、ソフトゥエアの開発をコミュニティの集

団知性を活かして実践しているU。韓国の民間企業がこのような企業とオープン

ソース'コミュニティが相互乗り入れできる場を構築する最大の目的は、オー

プンソース・ソフトゥエアに関する技術力の吸収ももちろんであるが、オープ

ンソースに関わる開発者の発掘と早期確保である。そして先の国家的なプロジェ

クトとは異なり、オープンソース・コミュニティでも歓迎されており、オープ

ンソースの開発者の側もいわぱインターンシップのような位置づけで「利用」

している。その点では Lemer,J., Tirole,J.[2000]による費用便益分析的が当

てはまるのであり、またShin,Dongyoub,Yi,sangmook [2006]による逆U型力ー

ブの屈折点以前の段階にあると言えよう。

エンタープライズ領域におけるオープンソース・ソフトゥエア導入の課題と可能性

おわりに

オープンソース・ソフトゥエアはその開発方式自体がIT産業を牽引する G。。"

gleやAm能on に代表される所謂Web2.0の「参加型」のスタイルであることか

ら注目を集めてはいるが、そのビジネスとしてのその開発スタイルが孕む矛盾

故に、実体は大手ITべンダーによる「介入」とコミュニティの取り込みによ

て進められている。 unuXサーバ市場の鈍化に対しても、新たなサービスビジネ

ス=トランザクションコストの「開発」として対応がされようとしてぃる。も

ちろん開発コミュニティのモチベーションの持続にも開発者の費用便益は欠か

せない。またオープンソース・ソフトゥエアの開発スタイルは、中小の情報サー

ビス企業へも市場を拡大させる可能性を持っが、それは技術力を前提とし、そ

してその背後にはオープンソース・ソフトゥエアの広大な開発コミュニティを

要する。オープンソース・ソフトゥエアの開発と、そしてその開発スタイルゆ

えに今後も市場としては注目されるサービスビジネスに関しては、大手ITべン

ダーから中小べンチャー企業まで、この広大な開発コミュニティを有するアメ

り力の(シリコンバレーの)の圧倒的優位は揺るがないものであると考えられる。
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一方、オープンソース.ソフトゥエアと対時するプロプライエタリ(proprie・

「専用の」「独自の」「独占的な」「所有権・占有権のある」「非公開のDtary .

ソフトゥエアの象徴である Micros0丘社による市場支配に対抗する意味からも、

欧州、南米、そして中国や韓国では国家的なオープンソース・ソフトゥエアの

開発.導入政策が進められているが、開発コミュニティを前提としない、ある

いはその育成を怠った政策はサービスビジネス=トランザクションコストの「開

発」にもっながらない。むしろアメリカを中心とした大手ITべンダーから中小

ベンチャー企業への市場を創造する可能性が大きい。オープンソース'ソフト

ウェアの技術力向上は技術的に対応できるものであるが、これを産業振興に結

びっけるためには、開発コミュニティのモチベーションを計測し、これをどぅ

組織に結びっけるかであり、今後より精緻な分析が求められる。
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